
8,000万件を超える申込関連書類
および工事関連書類の管理を「活文」で効率化
日本を代表するケーブルテレビ事業・番組供給事業統括運営会社の
株式会社ジュピターテレコム（以下、J:COM）は、年々増大する申込関連書類と
工事関連書類を保管するための文書管理基盤として、
日立ソリューションズの「活文 Contents Lifecycle Manager」と
「活文 企業内検索基盤」を採用。
カスタマーサービスにおける契約内容照会の利便性を向上しました。
また、保管期限が過ぎたデータの自動削除により、
増え続ける書類によるストレージ容量の増加を抑止するとともに、
クラウドストレージ（Microsoft Azure）と
組み合わせることで、同時にコスト削減も実現しました。

課題

サービス加入世帯数の増大に伴い、
契約内容の検索対象も膨大に

保管しているデータ量の増加に合わせて
ストレージを買い足し、コストが増大

効果

契約内容照会の利便性向上により、
カスタマーサービスの品質を向上

クラウドストレージ活用と保管期限が過ぎた
データの自動削除により、データ量の増加に対し、
柔軟かつ適正なスケールアップが可能に
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　「社内の情報管理規定で、申込関連書類と工
事関連書類の保管期限を定めています。その結
果、2018年の時点で累積件数はおよそ8,000
万件あり、容量も10TBを超えていました。さらに、
毎日1万5千件から2万件のデータが新たに発生
するので、契約内容を照会する処理の負荷は大
きくなるばかりでした。ストレージも足りなくなる
度に買い足していたので、その積み重ねが極めて
大きな金額になっていました」（藤井氏）
　データ量が増え続けても、検索性能は維持す
る必要があり、拡張性をもった継続的に運用でき

　国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給
事業統括運営会社として知られるJ:COMのサー
ビス加入世帯数は、2019年6月末時点で全国
551万世帯。これだけ多くの顧客に対して良質な
カスタマーサービスを提供するには、顧客に関す
る情報を確実に保管し、社員が効率的に内容を
照会するための文書管理基盤が欠かせません。
中でも特に重要なのが、顧客の契約内容を記録
した「申込関連書類」と、顧客宅での工事内容を
記録した「工事関連書類」です。どちらの文書にも
カスタマーサービス対応に必要な情報が記され
ています。
　J:COMでは従来、申込関連書類と工事関連
書類は、デジタル化された状態でJ:COMデータ
センター内のストレージに格納されていました。
しかし、サービス加入世帯数が順調に伸び続け
たことにより、契約内容の検索対象も膨大な量と
なっていました。

るシステムが求められていました。また、既設の文
書管理基盤には利便性や運用保守性で改善す
べき機能がありました。例えば、データ自動削除
の機能が備わっておらず、人手による操作で削除
する必要がありました。今回の導入を機会に、特
定の条件での削除対象の絞り込みや、データ削
除運用の自動化といった機能強化も盛り込みま
した。
　「コスト削減も見込んだ文書管理基盤にした
いと考え、クラウドストレージを使用できるものを
最優先の候補にしました」（藤井氏）

すから、サステナビリティーの面でも経営にメリッ
トがあると考えています」（藤井氏）
　このような成果を受けて、他部署も新しい文
書管理基盤に大きな関心を寄せています。法務
部門では契約書などの管理に「活文 Contents 
Lifecycle Manager」を活用中。膨大な文書を
有する当社では、新しい文書管理基盤を活用す
る場面はさらに広がっていくことでしょう。
　「当社は、申込関連書類や工事関連書類を電
子化することに早くから取り組んできました。個
人情報の保護が経営の重要課題になっている今、
紙の文書を電子化し、クラウドに安全に保管する
仕組みは、どのケーブルテレビ局にも必要になっ
ているのではないでしょうか。新しい文書管理基
盤により、顧客とのコミュニケーションの質と満
足度を高められると考えています。また、日立ソリ
ューションズは提案の段階から積極的な姿勢で
協力してくれ、J:COMのプロジェクトマネージャ
ーを補佐する目的で、この分野に精通したエンジ
ニアをプロジェクトマネージメントオフィス（PMO）
支援として派遣してもらいました。期日どおりにカ
ットオーバーを迎えることができたのは、そうした
支援あってのことと感謝しています」（藤井氏）

　日立ソリューションズは、今後も、ビジネス環
境を快適にし、情報資産の戦略的な活用へとつ
なげる「活文」を中心としたソリューションのご提
案で、便利で豊かな生活のために多彩なサービ
スを展開していく同社を支援していきます。

　文書管理基盤を見直すための検討作業は、
2018年6月に始まりました。
　「提案依頼書（RFP）には、『データ自動削除機
能の追加』に加え、『利用者自身によるパスワード
のリセット機能』『顧客の地域によりログイン先が
異なる照会システムの統合』などの要件も盛り込
みました」（新井氏）
　このRFPに応えて、日立ソリューションズを含む
数社がシステム提案を提出。各社の提案内容を
精査したJ:COMは、「活文 Contents Lifecycle 
Manager」「活文 企業内検索基盤」と「Microsoft 
Azure（以下、Azure）」を組み合わせた日立ソリ
ューションズの提案を、新しい文書管理基盤とし
て採用することに決めました。
　「コストを抑え、照会システムの統合を実現す
るなど、当社の求めた要件にきちんと応えていた
ことが決定理由の一つ。また、「活文」は文書管理
のソリューションとしてよく知られた存在であり、
安心して長く使えそうだということも高評価のポ
イントでした」（藤井氏）
　システム構築が始まったのは、2018年9月。
Azure上に「活文 Contents Lifecycle Manager」
と「活文 企業内検索基盤」を構築する作業が始
まりました。
　「クラウドストレージを採用したので、システム
の“入れ物”の考え方も、従来の文書管理基盤とは
大きく異なり、データ移行方法や利用に当たって
セキュリティ確保などのハードルがありました。ま
た、既存のベンダーを含めて、プロジェクト関係
者全員が良好な関係を保ち、円滑なプロジェクト
運用ができるよう力を注ぎました」（新井氏）
　「オペレーターが使いやすく、契約内容の照会
を素早く実行できる画面をめざしました。例えば、
項目をどの順番で、どういった大きさで配置すれ
ば業務の最適化とユーザビリティーの向上を図
れるかなど、試作も活用しながら利用部門と詰め
ていきました」（石井氏）

　新しい文書管理基盤が動作可能な状態にな
ったのは、計画どおりの2019年4月。J:COMによ
る受け入れテストを経て、2019年5月15日に本
稼働が始まりました。
　ただし、8,000万件の既存データを一挙に新
しい基盤に載せ替えることは現実的ではないと
考えられたため、段階的な移行方法を採用しま
した。新規に発生したデータは新しい文書管理
基盤に登録し、既存の文書管理基盤にあるデー
タは毎月1,000万件を目標に移行を進めていま
す。移行が完了するのは、2019年末の予定です。

　新しい文書管理基盤への移行によって、J:COM
はさまざまな成果を手にしました。
　「カスタマーサポート部門などで実務に当たっ
ているオペレーターにも、契約内容の照会画面
操作が好評です。オペレーターからは、検索しや
すくなったという声が上がっています。表示速度
も以前より速くなりました。また、照会システムを
統合したことにより、顧客の地域によってログイ
ン先を切り替えるということもなくなりました」
（伊藤氏）
　「コストについては、オンプレミスからクラウド
に移行することで、ITベンダーによるサポート終
了や製品保守期限切れのたびに発生していた費
用を抑えられるようになりました。クラウドは利用
料金を払っていれば永続的に使うことができま
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新しい文書管理基盤により
カスタマーサービスの品質を高める

成果と今後

選定と導入

クラウドストレージを使って
8,000万件を超える申込関連書類と
工事関連書類を管理
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本社所在地

設 立
従 業 員 数

事 業 内 容

東京都千代田区丸の内1-8-1
丸の内トラストタワーN館
1995年1月18日
17,202名
（グループ総計、2019年3月末現在）
ケーブルテレビ局の統括運営、電気通
信事業、番組供給事業統括

株式会社ジュピターテレコム

www.jcom.co.jp/

※本事例の内容は取材時点（2019年7月）の情報です。 ※活文は、株式会社日立ソリューションズの登録商標です。 ※その他、
本文中の会社名、商品名は各社の商標、または登録商標です。 ※本文中および図中では、TMマーク、®マークは表記しており
ません。 ※製品の仕様は、改良のため、予告なく変更する場合があります。 ※本製品を輸出される場合には、外国為替及び外
国貿易法ならびに米国の輸出管理関連法規などの規制をご確認の上、必要な手続きをお取りください。なお、ご不明な場合は、
当社担当営業にお問い合わせください。 ※本文中の情報は、事例作成時点のものです。
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